
善
行
地
区

善
行
地
区
に
お
け
る
地
域
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
活
動 

事
業
用
地
取
得
に
関
す
る
調
査
特
別
委
員
会

事
業
用
地
取
得
に
関
す
る
調
査
特
別
委
員
会 

（
通
称
通
称
・
100
条
委
員
会

条
委
員
会
）調
査
報
告

調
査
報
告 

善
行
地
区
に
お
け
る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動 

事
業
用
地
取
得
に
関
す
る
調
査
特
別
委
員
会 

（
通
称
・
100
条
委
員
会
）調
査
報
告 

等
を
検
討
し
て
い
た
と
は
判
断

で
き
な
い
。

ま
た
、
本
件
土
地
の
隣
接
地

は
民
間
で
は
取
得
し
が
た
い
生

産
緑
地（
※
）で
あ
り
、
加
え
て

無
道
路
地
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

一
般
的
な
不
動
産
市
場
で
は
買

い
手
が
つ
か
な
い
土
地
と
断
定

で
き
、
土
地
取
得
の
緊
急
性
が

あ
っ
た
と
は
考
え
ら
れ
な
い
。

本
件
土
地
は
、
市
民
農
園
と

し
て
の
利
用
に
は
適
さ
ず
、
利

便
性
も
悪
く
、
単
独
で
は
利
用

価
値
が
な
い
。
取
得
の
前
提
と

な
る
陳
情
は
善
行
地
区
住
民
の

総
意
で
は
な
く
、
取
得
の
必
要

性
、
緊
急
性
も
見
当
た
ら
な
い

こ
と
か
ら
、
当
初
よ
り
取
得
あ

り
き
で
進
め
ら
れ
た
案
件
で
あ

り
、
本
件
土
地
の
取
得
は
不
当

で
あ
っ
た
と
判
断
す
る
。

〇
本
件
土
地
の
価
格
の
妥
当
性

に
つ
い
て

本
件
土
地
に
つ
い
て
は
、
土

地
公
社
が
先
行
取
得
に
際
し
行

っ
た
鑑
定
評
価
で
は
一
億
千
百

九
十
八
万
七
千
円
と
算
出
さ
れ
、

二
十
一
年
一
月
七
日
に
一
億
八

百
五
十
万
円
で
購
入
さ
れ
た
。

二
十
二
年
六
月
に
議
員
有
志

で
行
っ
た
鑑
定
評
価
（
調
査
報

告
）
で
は
四
千
二
百
五
十
万
円

と
算
出
さ
れ
て
お
り
、
横
浜
地

方
裁
判
所
に
お
い
て
係
争
中
の

「
藤
沢
市
土
地
開
発
公
社
か
ら

〇
本
件
土
地
の
取
得
に
つ
い
て

市
は
、
本
件
土
地
を
購
入
し

た
理
由
と
し
て
、
善
行
地
区
自

治
会
連
合
会
（
以
下
「
自
治
連
」

と
い
う
。）
か
ら
、
地
区
住
民

の
総
意
と
し
て
の
陳
情
が
提
出

さ
れ
た
こ
と
に
あ
る
と
説
明
し

て
き
た
。
し
か
し
、
複
数
の
証

言
に
よ
り
、
住
民
の
総
意
で
は

な
い
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た

こ
と
か
ら
、
陳
情
の
提
出
は
住

民
総
意
を
装
い
、
本
件
土
地
の

購
入
を
正
当
化
す
る
た
め
に
行

っ
た
も
の
と
判
断
さ
れ
る
。

さ
ら
に
、
二
十
年
九
月
十
八

日
の
陳
情
提
出
後
の
九
月
二
十

二
日
に
、
本
件
土
地
を
特
定
し

た
地
図
が
経
済
部
に
送
付
さ
れ

た
事
実
か
ら
だ
け
で
は
、
そ
の

間
の
土
曜
日
と
日
曜
日
を
除
い

た
九
月
十
九
日
が
土
地
を
特
定

し
た
日
と
は
判
断
で
き
ず
、
陳

情
と
は
関
係
な
く
土
地
が
特
定

さ
れ
た
と
考
え
る
の
が
至
当
で

あ
る
。

新
井
前
副
市
長
が
周
辺
土
地

と
の
一
体
的
整
備
を
指
示
し
、

市
民
自
治
部
が
一
定
の
考
え
方

を
整
理
、
報
告
し
た
と
さ
れ
て

い
る
が
、
関
係
文
書
は
一
切
存

在
し
て
い
な
い
。
本
件
土
地
の

特
徴
、
検
討
状
況
等
を
精
査
す

る
と
、
土
地
公
社
へ
の
先
行
取

得
依
頼
ま
で
に
、
十
分
な
手
順

を
踏
み
、
主
体
的
に
利
用
形
態

藤
沢
市
土
地
開
発
公
社
（
以

下
「
土
地
公
社
」
と
い
う
。）
が

市
か
ら
用
地
取
得
の
依
頼
を
受

け
、
平
成
二
十
一
年
一
月
に
善

行
六
丁
目
の
土
地
（
実
測
地
積

千
七
百
七
十
七
・
五
七
平
方
�
）

を
一
億
八
百
五
十
万
円
で
取
得

し
た
こ
と
を
め
ぐ
り
、
二
十
一

年
九
月
定
例
会
に
お
い
て
、
取

得
の
経
緯
や
価
格
等
、
多
く
の

点
で
の
疑
義
が
指
摘
さ
れ
た
。

こ
の
問
題
に
つ
い
て
は
、
決

算
特
別
委
員
会
、
総
務
常
任
委

員
会
、
建
設
常
任
委
員
会
で
審

査
さ
れ
、
さ
ら
に
総
務
常
任
委

員
会
・
建
設
常
任
委
員
会
連
合

審
査
会
（
以
下
「
連
合
審
査
会
」

と
い
う
。）
に
お
い
て
、
参
考

人
を
招
致
す
る
な
ど
事
実
解
明

の
た
め
審
査
を
重
ね
た
が
、
真

二
十
三
年
四
月
の
市
議
会
議

員
改
選
後
の
初
定
例
会
と
な
る

六
月
定
例
会
に
お
い
て
、
再
び

100
条
委
員
会
設
置
の
決
議
が
提

出
さ
れ
、
全
会
一
致
で
可
決
さ

れ
た
。

相
解
明
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

連
合
審
査
会
の
審
査
で
は
一

定
の
限
界
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

地
方
自
治
法
第
100
条
に
基
づ
く

調
査
特
別
委
員
会
（
100
条
委
員

会
）
の
設
置
を
求
め
る
決
議
が

二
十
二
年
十
二
月
定
例
会
ま
で

計
三
回
提
出
さ
れ
た
が
、
い
ず

れ
も
可
決
を
見
る
こ
と
は
な
く
、

ま
た
、
市
民
か
ら
も
そ
の
設
置

を
求
め
る
請
願
や
陳
情
が
議
会

に
提
出
さ
れ
た
が
、
い
ず
れ
も

不
採
択
・
趣
旨
不
了
承
と
な
っ

た
。

委
員
会
は
十
二
名
の
委
員
で

構
成
さ
れ
、
土
地
取
得
ま
で
の

経
過
を
時
系
列
で
整
理
し
、
延

べ
五
十
四
名
に
及
ぶ
証
人
へ
の

尋
問
や
請
求
し
た
記
録
の
分
析

等
に
よ
り
、
全
十
九
回
の
審
査

を
行
っ
た
。

そ
の
結
果
、
調
査
内
容
を
ま

と
め
た
報
告
書
が
二
十
四
年
三

月
二
十
八
日
の
本
会
議
に
お
い

て
全
会
一
致
で
可
決
さ
れ
、
こ

の
問
題
に
関
す
る
調
査
は
終
了

と
な
っ
た
。

な
お
、
報
告
書
で
は
、
市
長

に
対
し
再
発
防
止
策
等
を
講
ず

る
よ
う
提
言
す
る
と
と
も
に
、

議
会
と
し
て
、
不
都
合
な
事
実

を
隠
す
た
め
虚
偽
の
陳
述
を
し

た
と
さ
れ
る
三
名
に
つ
い
て
告

発
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

の
用
地
買
取
り
差
止
請
求
事
件
」

に
係
る
鑑
定
評
価
で
も
、
鑑
定

対
象
地
に
開
発
道
路
を
開
設
す

る
こ
と
が
法
律
上
ま
た
は
事
実

上
不
可
能
で
あ
る
場
合
と
し
て

二
千
六
百
六
十
六
万
円
、
可
能

で
あ
る
場
合
と
し
て
五
千
三
百

三
十
三
万
円
と
の
評
価
額
が
出

さ
れ
た
。

こ
れ
ら
の
評
価
額
に
は
大
き

な
開
き
が
あ
る
た
め
、
100
条
委

員
会
と
し
て
改
め
て
鑑
定
評
価

を
行
っ
た
と
こ
ろ
、
二
十
年
十

二
月
一
日
時
点
で
の
不
動
産
鑑

定
評
価
書
と
調
査
報
告
書
の
二

種
類
の
不
動
産
鑑
定
評
価
結
果

が
提
出
さ
れ
た
。
不
動
産
鑑
定

評
価
書
で
は
、
本
件
土
地
の
北

東
側
の
通
路
を
無
償
で
通
行
可

能
と
す
る
付
加
条
件
の
も
と
農

地
で
の
鑑
定
評
価
が
行
わ
れ
、

二
千
七
百
六
十
万
円
の
正
常
価

格
が
算
出
さ
れ
た
。
ま
た
、
事

て
の
調
査
も
行
わ
ず
、
み
ず
か

ら
の
思
い
込
み
で
評
価
し
て
お

り
、
国
土
交
通
省
が
定
め
る
不

動
産
鑑
定
評
価
基
準
か
ら
逸
脱

し
た
不
適
切
な
も
の
で
あ
っ
た
。

100
条
委
員
会
の
依
頼
に
基
づ

く
不
動
産
鑑
定
評
価
書
は
、
通

常
想
定
さ
れ
る
付
加
条
件
の
も

と
に
行
わ
れ
、調
査
報
告
書
も
、

開
発
に
関
し
て
市
の
担
当
課
に

対
し
綿
密
な
調
査
を
行
い
、
無

道
路
地
で
あ
る
こ
と
や
生
産
緑

地
に
隣
接
し
て
い
る
こ
と
な
ど

を
考
慮
し
て
お
り
、
い
ず
れ
も

適
正
で
あ
る
と
言
え
る
。

本
件
土
地
の
評
価
額
に
つ
い

て
総
合
的
に
勘
案
す
る
と
、
100

条
委
員
会
に
よ
り
実
施
さ
れ
た

不
動
産
鑑
定
評
価
結
果
は
妥
当

で
あ
る
一
方
、
土
地
公
社
の
依

頼
に
よ
り
小
林
鑑
定
士
が
行
っ

た
鑑
定
評
価
は
著
し
く
高
額
で

不
当
で
あ
っ
た
と
判
断
す
る
。

実
上
不
可
能
で
あ
る
隣
接
地
の

生
産
緑
地
指
定
が
解
除
で
き
る

等
の
条
件
を
明
記
し
た
調
査
報

告
書
で
は
、
宅
地
見
込
み
地
と

し
て
五
千
八
百
八
十
万
円
の
調

査
価
額
が
示
さ
れ
た
。

土
地
公
社
が
依
頼
し
た
小
林

鑑
定
士
の
不
動
産
鑑
定
評
価
書

を
本
人
の
証
言
等
も
踏
ま
え
て

分
析
す
る
と
、
前
土
地
所
有
者

か
ら
提
出
さ
れ
た
実
測
図
を
う

の
み
に
し
、
隣
接
地
の
生
産
緑

地
に
つ
い
て
土
地
公
社
に
確
認

し
な
い
ま
ま
、
み
ず
か
ら
の
判

断
で
生
産
緑
地
指
定
が
解
除
さ

れ
る
こ
と
を
前
提
に
住
宅
地
と

し
て
評
価
を
行
っ
て
い
る
。

本
件
土
地
は
、
極
め
て
厳
し

い
条
件
下
に
あ
る
こ
と
か
ら
、

よ
り
慎
重
に
鑑
定
評
価
を
行
わ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
土
地
公
社
へ
の
十
分

な
聞
き
取
り
や
開
発
に
当
た
っ
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善
行
地
区
に
お
け
る
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
事
業
用
地
取
得
に
関
す
る
調
査
特
別
委
員
会

（
通
称
・
100
条
委
員
会
）
は
、
平
成
二
十
三
年
六
月
定
例
会
に
お
い
て
設
置
さ
れ
、
約
九
ヵ
月

を
か
け
て
、
①
土
地
取
得
の
経
緯
と
妥
当
性
、
②
取
得
価
格
の
妥
当
性
に
つ
い
て
調
査
を
行
っ

て
き
ま
し
た
。

平
成
二
十
四
年
三
月
二
十
八
日
の
市
議
会
本
会
議
に
お
い
て
、
調
査
報
告
書
を
議
決
し
ま
し

た
の
で
、
市
民
の
皆
様
に
、
そ
の
報
告
書
の
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。

（※）生産緑地…良好な都市環境を形成するため、保全すべきと位置づけられた市街化区域内の農地。
生産緑地指定の解除等には、生産緑地法により厳しい条件が課されている。

平成15年                                      
５月２日 本件土地を前所有者が3,000万円で購入  
平成20年                                      
７月初旬 市議が善行市民センター主幹に本件土地の取得 
 及び活用について依頼                 
７月初旬 善行市民センター主幹が財政課課長補佐に土地 
 取得の可能性及び概算金額の算定を依頼 
７月 財政課課長補佐が新井副市長に報告、その後両 
 者で現地を確認                     
７月 財政課課長補佐の依頼により土地公社参事が概 
 算金額算定のため小林鑑定士と現地を確認 
７月23日 小林鑑定士が土地の概算取得金額を算定 
９月18日 板垣自治連会長他２名が市民農園についての陳 
 情を海老根市長に提出               
９月22日 舘野市民自治部長が経済部長に対し陳情内容を 
 説明し、土地取得を前提とした市民農園設置に 
 ついての検討を依頼 
10月７日 所管が経済部から市民自治部に移る 
10月10日頃 新井副市長と海老根市長が本件土地購入を決定 
10月27日 市民自治推進課が公共用地取得担当に対し土地 
 の先行取得を依頼                             
平成21年                                      
１月７日 土地公社が１億850万円で土地売買契約を締結し 
 先行取得                            

土地取得の経緯〈100条委員会の調査結果による〉  
 （役職はいずれも当時）

当該地 

国
道
４
６
７
号 

善
行
駅 

至
藤
沢 

善
行
駅
入
口 善

行
入
口 

県立 
体育センター 

至
大
和 

至
六
会
日
大
前 

至
藤
沢 

北消防署 
善行出張所 

取
得
の
経
緯
等
に
疑
義

善
行
土
地
問
題
と
は

100
条
委
員
会
設
置
可
決

本
格
的
な
真
相
解
明
へ

本
件
土
地
の
取
得
及
び

価
格
の
妥
当
性
に
つ
い
て

―
不
当
と
判
断
―

100条調査権・100条委員会とは
地方自治法第100条に根拠を有する議会の調査権を「100条調査権」と

いい、議会から調査権を委任された特別委員会のことを通称で「100条
委員会」といいます。その目的は、当該団体の不祥事件等に対し、その
原因や背景、事務執行の適正性、また今後の再発防止などについて調査
することです。この調査に対して出頭拒否や偽証等が認められたときは、
議会は告発しなければならないと定められています。


